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合成メタンの社会実装に向けた課題について

2022年6月8日

第2回海外メタネーション事業実現タスクフォース

資料６
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⚫ 合成メタンの導入によって、社会コストを抑制しつつ、熱需要の脱炭素化が実現可能。

⚫ さらに、エネルギー調達の多様化によるエネルギーセキュリティ向上にも貢献可能であることに加えて、海外
LNGサプライチェーンの脱炭素化にも繋がることから、合成メタンが果たす役割は非常に大きい。

１．合成メタンが果たす役割

①熱需要の脱炭素化

➢民生・産業部門の約6割を
占める、熱エネルギーの
脱炭素化に貢献

➢電化が困難な高温熱需要
等の脱炭素化も可能

➢トランジション期の天然ガス
転換により脱炭素化への円
滑な移行に貢献

②社会コストを抑制した脱炭素化

➢合成メタンは、既存のガス供給インフラ・利用設備を
活用可能であるため、社会コストを抑制して脱炭素
社会の実現に貢献可能

※水素・アンモニアは、一部を除きインフラの新設が必要

③エネルギーセキュリティの向上 ④海外でのLNGサプライチェーンの脱炭素化

➢合成メタンを通じてアジアを中心とした海外でのLNGサ
プライチェーンの脱炭素化に貢献

➢国内だけでなく、海外でも合成メタン市場の拡大を図る

※2020年エネルギー白書を基に日本ガス協会作成

2018年 2040年

※第8回産業構造審議会 GIプロジェクト部会エネルギー構造転換分野WG 資料5を引用・加工

LNG需要は
拡大想定

➢エネルギーの安定供給確保が経済・社会活動の
土台であり、エネルギー安全保障なし
には脱炭素の取組みも成し得ない

➢合成メタンは高い強靭性を有する既存
インフラが活用可能であり、レジリエンス向上に貢献

➢国内の再エネ電力を有効活用し、合成メタンを製造す
ることで、エネルギー安定供給や自給率向上にも寄与
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⚫ エネルギー基本計画をはじめとした主要なエネルギー政策において合成メタンは位置付けられ、2030年に
合成メタンを既存インフラに1%導入することを目指す方向性が示されている。

⚫ クリーンエネルギー戦略においては、既存燃料との値差を踏まえた支援についても記載がなされた。

２．合成メタンの政策上の位置づけ

技術開発

CO2排出に係る

ルール整備

コスト差を踏まえた

支援措置

クリーンエネルギー戦略 中間整理 第6次エネルギー基本計画

⚫ 合成メタンの生産能力向上に向け、
GI基金等を活用し、需給両面で社
会実装に必要な技術開発・実証を促
進。

⚫ 合成メタンを含むカーボンリサイクル燃
料の燃焼時のCO2排出の扱いに係る
ルールを含む環境整備を速やかに図る
ことが必要。

⚫ 既存燃料とのコスト差などに注目し、
導入拡大に向けた支援措置を検討。

⚫ 合成メタン・合成燃料には大規模化・
低コスト化といった課題が存在するた
め、技術開発や実証に取り組むことが
必要。

⚫ カーボンニュートラルに資する方向での
CO2のカウント方法の検討（中略）
を進めていく。

⚫ 記載なし

出典：クリーンエネルギー戦略 中間整理および第6次エネルギー基本計画より抜粋

導入目標
⚫ 日本は合成メタンを既存インフラに

2030年1%、2050年90%導入す
る目標

⚫ 2030年には、既存インフラへ合成メタ
ンを1％注入し（中略）2050年には
合成メタンを90%注入し（中略）ガ
スのカーボンニュートラル化を目指す。

参考資料：p21
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３．合成メタンの社会実装に向けた課題について

検討課題 概要 検討の方向性(案)

(1)コスト差を踏まえた
支援策の構築

✓ 合成メタンとLNGの値差補填等、合成メタン導入
にかかるコストに対しての支援措置の検討が必要。

✓ 水素・アンモニアへの支援措置の検討状況につい
ても留意。

6～7月：国内・海外TFで議論

8月：官民協議会で議論

9月：ガスWG・電ガ小委で議論

(2)CO2カウント
ルールの整備

①国内

✓ CO2カウントタスクフォースの中間整理で、合成メ
タンの燃焼時に排出されるCO2について、原排出
者（回収）側でカウントし、利用側で排出ゼロと
する方向性が示された。

✓ 一方で、原排出者側に対する補完的な仕組みに
ついて検討が必要。

• 具体的な補完的な仕組みや制
度への反映方法について、国内
TFで議論

②海外
✓ 海外から輸入した合成メタンに係るCO2カウント

ルールについて、国際ルールへの働きかけ等の検
討が必要。

• 具体的な国際ルールへの働きか
け方法について、今後海外TFで
議論

(3)環境価値取引の
仕組みの構築

✓ 電気の非化石証書のように、環境価値を取引・
移転する仕組みが必要。

✓ 国際的な取引における証書（トレーサビリティ）
の扱いについても検討が必要。

• (2)の議論と合わせて、国内・海
外TFで議論

⚫ 合成メタンの社会実装に向けては、「(1)コスト差を踏まえた支援策の構築、 (2)CO2カウントルールの整
備、 (3)環境価値取引の仕組みの構築」の3項目について検討を進める必要がある。

⚫ 本資料では、(1)についてのご提案、ならびに、(2)-②については現在の検討状況のご報告をさせていただく。

参考資料：p22
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ガス事業者等

再生可能
エネルギー源

需要家B

需要家A

合成メタン製造事業者

４．海外メタネーションのバリューチェーンイメージ(一例)と課題

気化・貯蔵

メタネーション設備

LNG液化プラント

海外 国内

⚫ 海外天然ガス田の近傍におけるメタネーションを想定した場合のビジネスモデルと課題を以下の通り整理。

CH4

調達

合成メタン

輸送

CH4 通常のLNGCH4

水電解
(装置)

H2

CO2

￥
CH4＋証書

￥CH4

CH4￥
導管注入

LNGローリー

￥

￥ 金銭フロー

(1)コスト差を踏まえた
支援策の構築

・合成メタン製造コストへの
支援措置（通常のLNG
との値差補填等）

(2)CO2カウントルールの整備

合成メタン証書

①

③

②

証

証

(3)環境価値取引の仕組みの構築
①合成メタンであることの認証、量の認証⇒合成メタン証書の発行
②合成メタン証書を通じた合成メタン混合量の把握
③合成メタン証書を通じた環境価値の取引・移転

CH4
証

証

CH4

CH4
証

CH4 CH4

￥補填

発電事業者など

CO2源

￥

￥

工場など

CH4

LNGガス田

上流事業者など

合成メタン証書
認証機関

認証

参考資料：p22
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「コスト差を踏まえた支援策」の検討の視点について
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１．合成メタンの活用が期待される分野

7

⚫ LNG火力での利用（混焼・専焼）が想定。

⚫ 船舶、モビリティでの利用が想定。

輸送分野（船舶、車等）

⚫ トランジション・ファイナンスの分野別ロードマップにお
いて天然ガスへの転換、合成メタン等の利用を想定。

産業分野（燃料・原料） 発電分野（大規模発電）

⚫ 厨房、給湯、冷暖房、燃料電池での利用が想定。

民生分野 (燃料・発電)

⚫ 合成メタンは、産業、民生分野での利用だけでなく、発電や輸送分野等の既存の都市ガス用途に限らな
い多様な用途での活用が期待されている。

＜船舶燃料の転換イメージ＞

出典：2021年12月27日国土交通省 海事局「船舶の脱炭素化」

出典：2022年5月19日 経済産業省「クリーンエネルギー戦略 中間整理」
を元にJGAにて作成

紙・パルプ分野

鉄鋼分野

セメント分野

回収したCO2の利用先に合成メタンを想定

化学分野 原料用途のメタンを合成メタンへ転換野

CCU、自家用蒸気・電力に合成メタンを利用

自家用蒸気・電力に合成メタンを利用

出典：経済産業省「トランジション・ファイナンス分野別ロードマップ」

出典：2022年5月19日 経済産業省「クリーンエネルギー戦略 中間整理」
を元にJGAにて作成

エネルギー生成 使用・サービス製造

合成燃料・
SAF・

合成メタン・
グリーンLPG

自動車

…

民生(業務)

民生(家庭)

合成メタン

出典：大阪ガスHP
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２．事業の予見性・安定性に資する支援策

⚫ メタネーション設備の大規模化や高効率化、技術開発等を通じて製造コストの低減を図るが、合成メタンの
社会実装から普及拡大に向けては、事業の予見性・安定性を確保する仕組みの構築が必要となる。

⚫ 2030年における合成メタン製造コストは、2030年時点で約120円/Nm3を見込んでおり、通常のLNG
価格よりもコストが高くなる想定されるため実勢のLNG価格との差額を補填する支援が必要と考えられる。

合
成
メ
タ
ン
製
造
コ
ス
ト

(円/Nm3-CH4)

120

50

2030年 2050年2040年

合成
メタン

導入量

従来技術
シナリオ

革新技術
シナリオ

合成メタン製造コストの見通しイメージ

【都市ガスの１％】
➔ 約4億Nm3/年

【都市ガスの90％】
➔ 約360億Nm3/年

・・・

必
要
額 2030年 280億円～320億円/年

合成メタン導入量×（製造コストー参照価格）

2030年 2050年

供給量 4億Nm3/年
(28万t/年）

360億Nm3/年
(2,500万t/年)

製造コスト
（CH4あたり)

120円/Nm3 40～50円/Nm3

合成メタンの将来の供給量・コスト目標

実勢のLNG価格と合成メタン価格の
差額を補填する支援が必要

目標水準：40～50円/Nm3

（LNG価格相当）

参考資料：p23

2050年断面では目標水準価格を目指す
（目標水準に達した場合は支援終了）



© 2022 The Japan Gas Association 9

３．支援の対象について

海外 国内

CO2

CCS

CH4 気化・貯蔵

H2

CH4

メタネーション設備

メタネーション設備

H2

LNG船

LNGローリー

導管注入

輸送

メタネーション設備

H2

CH4

生産設備

CO2

オンサイトメタネーション

発電燃料
(LNG火力発電)

船舶燃料
(バンカリング)

熱需要等燃料
(都市ガス)

水素側のスキームで
支援される可能性も有り

国内TFで提案

支援対象

今回プレゼン

キャリア変換

国内TFで提案

⚫ 今回は、主に海外天然ガス田近傍から日本に持ち込む合成メタンをイメージして支援策を整理している。

⚫ 一方で、製造源・調達先に依らない多様な供給ルートを持つことは、必要な合成メタン量の確保に加えて、
エネルギー安全保障、競争促進の観点から意義が大きい。そのため、費用対効果最大化の観点から競争
を促しつつも、製造源・調達先を限定せずに、多様な製造スキームにおいても対応可能なことが望ましい。

⚫ なお、国内製造についても、導管注入、オンサイトメタネーション等複数のパターンが想定される。国内製造
では水素に対する支援スキームが活用できる可能性はあり、その支援スキームとの重複性・補完性も踏まえ
つつ、具体的な支援方法について国内TFで議論させていただきたい。

H2

CO2

合成メタンのサプライチェーン
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４．望ましいサプライチェーン構築支援策の姿

⚫ 水素・アンモニアで検討されている新たな支援策では、p7～p9の視点がカバーされているが、合成メタンも方
向性は近いと考えられる。

⚫ また、費用対効果も含めた脱炭素燃料間の競争優位性に十分留意する必要はあるものの、支援の公平
性の担保の観点からは、水素・アンモニアの検討状況と併せて議論していくことが適当と考えられる。

視点 支援策のあり方
水素
支援
※1

FIT
FIP
※2

補助
金
※3

多様な用途

• 合成メタンは産業、民生分野の都市ガス需要だけでなく、発電や輸送分
野等の既存の都市ガス需要に留まらない多様な需要先が存在。

• 規模の経済を最大限活用したコスト低減効果を働かせるためには、用途
先を限定しない支援が望ましい。

✔ ✔

事業の予見性・
安定性確保

• 技術開発を進め、製造コストを低減して普及を進めるためには、大規模な初期
投資が必要になることから、長期契約等の仕組みが必要。

• コストやリスクの状況変化に応じた見直しも必要。
✔ ✔

多様な製造
スキーム

• エネルギーセキュリティやカーボンリサイクルの観点から、国内外における
多様な製造場所・製造方法を包含しうる仕組みが必要

✔ ✔ ✔

望ましい支援策のあり方と他制度との比較

さらに、原料に水素を用いることから、水素の支援策との整合性を取ったシンプルな制度設計が出来る可能性があること、
また、合成メタンも2025年にFID、2030年の1％導入目標をガス業界が立てているなど、制度の開始時期も水素・アンモニア
と同等のタイミングとなる可能性が高い。

※1 水素政策小委員会・アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会で検討されている商用サプライチェーン構築に向けた支援策
※2 再生可能エネルギーのFIT制度・FIP制度 ※3 NEDOによる助成事業等

p7

p8

p9

参考資料：p24～26
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５．合成メタンのコスト差を踏まえた支援策の論点と方向性(案)

⚫ 水素・アンモニア小委の中間整理で示された各論点について、合成メタンに置き換えた場合を整理。今後検
討が必要な内容については、国内・海外TF等で議論させていただきたい。

論点 本資料等で提示した基本的な方向性(案) 今後検討が必要な内容

①
政策的位置付け・
役割

✓ 2030年目標である合成メタン1%導入
を目指し、合成メタン製造の新規サプライ
チェーン構築を支援。

✓ ‐

②
支援対象の
合成メタン等

✓ 製造源・調達先を問わずに支援。
✓ 国内利用については、導管注入・オンサイトメタネーション等

複数のパターンがあるため、各パターンに対する具体的な支
援スキームについて、国内TFで議論させていただきたい。

③ 支援方法
✓ 合成メタンは幅広い分野で活用が可能で

あり、原則用途先を制限しない。
✓ 水素・アンモニアの検討状況、および、英・独などの先行検討

事例を踏まえつつ、支援スキームの具体的内容について、国
内TF・海外TFそれぞれで議論させていただきたい。

④ 考慮すべきリスク

✓ 水素・アンモニア同様の仕組みを検討
（事業の予見性・安定性を確保する長期
契約等の仕組みについて、英・独などの先
行検討事例を踏まえつつ詳細を検討）

⑤
事業者等による
供給コストの低減

✓ メタネーション設備の大規模化・高効率化
等を通じてコスト低減を図る。

✓ ‐

⑥ 他政策との関係
✓ 水素に対する支援スキームとの重複性・補

完性も踏まえつつ、検討を行う必要がある。

✓ 水素・アンモニアの検討と連携しつつ、棲み分け等も含めて
今後水素・アンモニアの検討状況を踏まえて、議論させていた
だきたい

⑦ 開始時期
✓ 2030年の事業開始に向けたFIDを行う

2025年度頃までには制度整備が必要。
✓ ‐

参考資料：p24・25
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国家間のCO2カウントルール整備の方向性について
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１．CO2カウントに関する国際動向の例

⚫ CO2カウントに関しては、海外でも議論がなされており、日本ガス協会は、例えば、欧州のFit for 55におけ
るEU-ETS改正案や、 IMOの国際会議における日豪EUノルウェーの共同提案の動向に注目している。

⚫ いずれの議論でも、二重計上防止の原則のもと、回収されたCO2で合成された燃料からのCO2の帰属先は、
少なくとも利用者側ではないとされる方向で議論が収斂しつつある。

EU-ETS改正案
（欧州連合域内排出量取引制度）

＜2021年7月＞

IMO（国際海事機関）船舶燃料
LCAガイドライン 日豪ノルウェーEU共同提案

＜2022年3月＞

欧州委員会は、2030年のGHG削減目標
（1990年比で少なくとも55%削減）を達
成するための政策パッケージ「Fit for 55」を
発表。本パッケージにおいて、EU-ETS改正
案が提示されている

➢ EU-ETS改正案の中では、CR燃料
(RCF)や非生物起源再エネ燃料
(RFNBO)のCO2排出量は原排出
者側(回収側)で計上するという解釈
が示されている。

2022年3月に開催されたIMOのGHG排出
削減に関する国際会議において、日豪ノル
ウェーEUは共同で、船舶燃料に関するLCA
ガイドラインを提案

➢ 共同提案は、合成燃料の船上での燃焼
に係るCO2排出をゼロとするIMO内独自
のガイドラインを志向
(=発電所等の原排出者側(回収側)の
国にCO2を計上)
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２．CO2カウントルールの国際標準化議論に対するJGAの取組み等

⚫ CO2カウントルールの国際標準化に向け、4月19日の「メタネーション推進官民協議会」で示されたアクション
プランに則り、各種の取り組みを推進中。

⚫ なお、今回はJGAの取り組みの紹介等が中心だが、今後、本TFメンバーの皆さまとも連携・協力させていた
だきながら、具体的な検討を進めたい。

出典：2022年4月19日「第7回メタネーション推進官民協議会」資料3-2を加工・抜粋

今後の状況に応じて
政府と協力

P15

P17 P18

P19

国内

取り組みを推進中
一部を紹介

P16 改めて整理

前提を共有
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３．合成メタンを対象としたCCUの議論の必要性
⚫ CO2カウントTFの中間整理にもある通り、合成メタンを含む今後のイノベーションの進展を踏まえて、CCUの

計上方法を検討する必要性が示されている。

⚫ また、環境省のエネルギー・工業プロセス分科会下にCCU小分科会が立ち上げられ、CCU技術についてのイ
ンベントリへの反映について検討が行われている。

⚫ 足元では、環境配慮型コンクリート「CO2-SUICOM」に関する検討が行われているが、合成メタンも同様に
検討が求められている。本TFにおいて、同小分科会での整理も踏まえた検討を実施し、その結果を国際
ルールに訴求していきたい。

CCUに関連する主な議論

出典：合成メタン利用の燃焼時のCO2カウントに関する中間整理
（2022年3月）から抜粋・加筆

出典：環境省 エネルギー・工業プロセス分科会 2021年度検討結果
資料から抜粋加筆

参考となる「環境配慮型コンクリート」の議論

P14 「CCU全般に関する必要な検討」 関連
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４．国家間のCO2カウントルールの検討を進めるにあたって

⚫ CO2カウントTFの中間整理では、パリ協定6条に基づく削減効果の移転スキームについて検討がなされ、
パートナー国の対象範囲や合成メタンのCO2回収効果の非永続性等の検討すべき課題が整理され、さらに、
そもそもの当該条項の活用可否も合わせて検討する必要性が示された。

⚫ また、中間整理では、削減クレジット制度の活用に限らない幅広な可能性の検討が必要ともされており、
JGAはこれに対し、具体的なケースにおける検討を進め、今後ご提案させていただきたい。

⚫ なお、パリ協定６条スキームの活用有無によらず、国家間の取り決めが必要となるため、実現に向けては政
府レベルの戦略策定と交渉をお願いしたい。

CO2カウントTFの中間整理で整理された課題

2.2 国際的な削減クレジット利用（二国間の国際ルール整備） 2.2.1 検討結果の記載

出典：CO2カウントに関するタスクフォース「合成メタン利用の燃焼時のCO2カウントに関する中間整理」(2022年３月)より抜粋・加筆

P14 「CO2カウントTF中間整理の論点検討」 関連
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５．合成メタンを適切に評価するためのガイドラインの策定

⚫ 大規模投資意思決定を促すため、先行して、まずは業界として合成メタンの環境価値をどのように適切に評
価するかを示す、国際ルールと調和したガイドラインの策定が必要。

⚫ 国内の参考事例として、JOGMECさまが2022年5月に公表した「LNG・水素・アンモニアの温室効果ガス
排出量及びCarbon Intensity算定のための推奨作業指針（GHG・CIガイドライン）」が挙げられる。
同指針ではGHG排出量算定のバウンダリーや一次データの計測が必要なフローが明確化されている。

⚫ 今後同機構は、「合成メタンなど対象範囲の拡大についても検討していく方針」としており、当該検討との連
携も視野に入れながら、取り組みを進めていく。

JOGMECさまが策定したガイドラインには、LNGのプロセス・フローやブロックフローが記載。
当該箇所の赤い矢印で示す部分（原料ガス部分）に、合成メタンが投入された場合
の追加について、提案を準備中。

JOGMECさまガイドラインへのご提案(準備中)

P14 「国内ガイドライン策定」 関連

出典：JOGMECプレスリリース（2022年5月30日）より抜粋・加筆
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６．ISOの枠組みを活用した取り組み

⚫ JGAが日本の国内審議団体を務めるISOの専門分科会（ISO/TC67/SC9：液化天然ガス用設備及
び装置）の中において、LNGバリューチェーンにおけるGHG排出量算定方法の規格化を進める検討
（NP6338）が存在。

⚫ 同NPの検討等、合成メタンと親和性の高い枠組みの動向を注視しながら、標準化の鍵となる要素である、
先駆けた提案、関係者の巻き込み、コンセンサスの取りやすい環境の醸成を図る。

（以下略）

出典：英国規格協会（BSI）ホームページ

LNG液化プラントにおける
GHG排出量の算定方法を
提供する。

最終的にはLNGバリュー
チェーン全体をカバーするよう
に発展する

NP6338の概要

P14 「ISO等国際標準化」 関連
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７．国際的な場での積極的なアピール

⚫ 「合成メタンは既存のサプライチェーンと親和性があり、カーボンニュートラルの実現を確実に進める手段であ
る」という認識を醸成していくため、また、日本の都市ガス業界はその具現化の取り組みを行っているということ
を示すために、国際コンファレンス等で積極的にアピールしていく。

⚫ 既に２つの国際コンファレンスへの参加が決定しており、今後も、経済産業省をはじめ、関係者の皆さまとも
協力し、アピールの場を拡大していきたい。

参加が決定している国際会議

国際エネルギー経済学会

• 2022年7月31日～8月4日＠国立政策研究大学院大学
• セッションテーマ「脱炭素世界に向けた化石燃料の将来的な役

割」にて登壇予定

Japan Energy Summit

• 2022年8月2～4日＠Grand Hyatt Tokyo
• LNG & Gas Forumにて登壇予定

P14 「合成メタンの認知度向上に向けた国際会議等での発信」 関連
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以 上
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⚫ クリーンエネルギー戦略 中間整理の中で、合成メタンについて、既存燃料とのコスト差を踏まえた支援措置
の検討、CO2排出に係るルールの速やかな整備の記載がなされた。

出典：2022年5月13日「第8回クリーンエネルギー戦略検討合同会合」資料1より

21

＜参考＞クリーンエネルギー戦略 中間整理における合成メタンに関する記載
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＜参考＞合成メタンの課題と具体的な検討内容(例)

検討課題 具体的な検討内容(例) 関連頁

(1)コスト差を踏まえた
支援策の構築

✓支援対象の整理（海外製造・国内製造・オンサイト）

✓財源の確保

✓支援対象ごとの具体的な支援策検討（海外製造：値差補填の対象となる
取引等）

9・10

(2)CO2カウント
ルールの整備

①国内 ✓原排出者側に対する補完的な仕組み ‐

②海外
✓海外から輸入した合成メタンに係るCO2カウントルール（日本でのCO2と原産

国でのCO2排出を調整するためのルール整備）
16

(3)環境価値取引の
仕組みの構築

①合成メタンであることの認証、量の認証⇒合成メタン証書の発行

✓合成メタン製造時のMRVルールの整備

✓合成メタンであることを証明（CO2排出量を規定）するための証書等の発行

17

②合成メタン証書を通じた合成メタン混合量の把握

✓日本へ天然ガスと同時に合成メタンを持ち込む場合のルール整備
‐

③合成メタン証書を通じた環境価値の取引・移転

✓国内での環境価値取引のルール化（事業者間・事業者-需要家間）

✓温対法に基づく算定・報告・公表制度（SHK制度）等への反映方法

‐

⚫ (1)～(3)の課題に対する具体的な検討内容(例)は下表の通りであり、今後、国内・海外TF等で議論を
行った上で、具体的な制度等への反映を目指す必要がある。
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合成メタン製造コストの見通し

出典：2022年3月22日「第6回メタネーション推進官民協議会」大阪ガス説明資料

＜参考＞第6回メタネーション推進官民協議会：大阪ガス説明資料
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＜参考＞水素・アンモニア小委の検討状況（中間整理）

⚫ 水素・アンモニア小委にて、支援方法については、用途先を限定せず、事業の予見性・安定性を確保するための
長期契約等の仕組みを検討し、英・独などの先行事例を踏まえつつ今後詳細を検討する方向性が示された。

出典：2022年4月27日「第2回水素政策小委員会・アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会 合同会議」資料2をJGAにて一部加工
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＜参考＞差額決済制度（CfD）について

出典：2022年4月27日「第3回水素政策小委員会・アンモニア等脱炭素燃料政策小委員会 合同会議」資料2より
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＜参考＞合成メタンおよび水素・アンモニアの社会実装スケジュール

⚫ 大規模な合成メタンの社会実装は2030年を予定しており、2025年頃にはFIDが必要。水素・アンモニアも、
ほぼ同時期の商用化を見込んでおり、FIDのタイミングも同時期となることが想定される。

26

規模【場所】 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031~

東
京
ガ
ス

約5万㎥/年
【国内】

約160万㎥/年
【国内】

約8,000万㎥/年
【海外】

大
阪
ガ
ス

160万㎥/年※2

【国内】

約6,000万㎥/年
【国内/海外】

（※1 サバティエ反応による合成メタン製造に関するスケジュールを記載。）
（※2 東京ガスと同等の稼働時間（4,000h/年）にて試算。)

小規模実証建設

自社実証：横浜テクノステーション等

FS FEED FID 建設 中規模実証

FS FEED FID 建設
大規模実
証・SC構築

1%導入

FEED 建設 実運転

NEDO実証事業：INPEX長岡

FS FEED FID 建設 実運転

１％導入

合成メタンの社会実装スケジュール※１

＜ご参考＞アンモニア・水素の社会実装スケジュール※3

燃料【会社】 規模【場所】 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031~

アンモニア
【JERA】

50万t/年
【国内】

水素
【関西電力】

未定
【国内】

建設 実証
NEDO実証事業：碧南火力発電所 20%混焼

商用化工事 商用運転

バーナ開発 ・ 建設 実証 商用化工事

商
用
運
転

GI基金：（場所未定）

実証FS
GI基金：（場所未定）

商用化を検討建設

導入開始
50%混焼

(※3 JERA、関西電力のプレスリリースを元に作成。）


